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参考5 川崎港の課題 

社会情勢の変化や現状を踏まえ、川崎港の課題を整理し、以下に示す。（第１回検討委員会資料より）  
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参考6 川崎港の強みと将来像 
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参考7 用語集

 
アセットマネジメント 

社会基盤構造物について、将来的な損傷・劣化等を

予測・把握し、費用対効果を総合的に判断して、構

造物の点検・対策の最適化に対処すること 

 

 
カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させる概念 

カーボンニュートラルポート 

水素、燃料アンモニア等の次世代エネルギーの受入

環境の整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度

化、集積する臨海部産業との連携等を通じて、温室

効果ガスの排出を全体として実質ゼロにすることを

目指す港 

海岸保全施設 

防潮堤・水門・排水機場など、高潮や津波等による

海水の侵入から防護するための施設 

海面清掃船 

海面に浮遊するゴミを回収する船 

岸壁 

船舶を接岸・係留させて、貨物の積卸し、船客の乗

降等の利用に供する施設 

基幹的広域防災拠点 

大規模広域災害発生時に、国と地方自治体が協力し、

迅速かつ的確に災害対策活動を展開するための、司

令機能、支援部隊のベースキャンプ地、支援物資輸

送ターミナル、災害医療の広域搬送センター等の災

害対策活動拠点となるもの 

クルーズ 

寝台、トイレ、台所などの居住設備のある船室付き

の船舶で、洋上を短期間または長期間にわたって航

行する海洋性レクリエーション 

 

京浜港の総合的な計画 

東京港、川崎港及び横浜港の一体的な経営を実現す

るため、港湾管理者がそれぞれ策定する港湾計画の

基本となる計画として、平成 23 年に策定された計画 

係留施設 

船舶をつなぎとめる施設。岸壁、係船浮標、係船坑、

さん橋、浮さん橋、物揚場、船揚場 

工業港 

港湾の機能による分類の一つ（他に、商港、漁港等）。

原料又は製品の輸送を海上運送や港湾運送に依存す

る製造業、あるいは造船業が立地する港 

航路管制 

船舶の集中する海域において、船舶の航行安全を目

的に一定の基準を上回る大きさの船舶に対して行わ

れる入出港管制のこと 

港湾緑地 

港湾における就労環境や生活環境の向上並びに良好

な自然環境の保全や向上等に資するための港湾環境

整備施設（緑地、海浜、植栽、広場、休憩所等） 

コールドチェーン 

生鮮食料品など品質保持のために温度管理が必要な

貨物について、産地から消費者まで低温を保ち輸送

する低温流通体系 

護岸 

波浪による浸食や水圧による崩壊を防止するための

施設 

国際戦略港湾 

長距離の国際海上コンテナ輸送における拠点となり、

かつ、国内海上貨物輸送網との結節機能が高い港湾

であり、その国際競争力の強化を重点的に図ること

が必要な港湾として政令で定められた港湾 

国土形成計画 

国土の利用・整備・保全を推進するための総合的か

つ基本的な計画。平成 27 年に閣議決定された第二次

国土形成計画（全国計画）では、「対流促進型国土」

を基本構想としている。また、全国計画に基づき、

全国８ブロックごとに広域地方計画も定められる 

 

コンテナ 

貨物輸送の合理化のために開発された、ISO 規格で

標準化された輸送容器。⾧さ 20 又は 40 フィート、

高さ 8.6 又は 9.6 フィート、幅 8フィートが一般的 

あ 

か 
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コンテナターミナル 

海上コンテナ輸送のための施設で、船へのコンテナ

の積み卸しや、コンテナの保管・輸送、これに要す

る各種荷役機械の管理等をつかさどる一連の施設を

有するエリア 

コンビナート 

効率的な工業生産を行うために石油精製や化学合成

などの事業所が集まった工業地帯 

 

 
サイバーポート（Cyber Port） 

港湾に係る貿易手続、管理行政、インフラ情報の全

てを電子化し、有機的にデータ連携させること。港

湾物流分野では、紙・電話・メール等で行われてい

る民間事業者間の港湾物流手続きを電子化すること

で業務を効率化し、港湾物流全体の生産性向上を図

ることを目的としている 

サプライチェーン 

商品が消費者に届くまでの調達、製造、在庫管理、

配送、販売、消費にかかる一連の流れ 

次世代モビリティ 

自動運転に代表される先端テクノロジーを活用した

進化型の移動手段 

重量トン数（DWT） 

船舶が積載できる貨物の重量 

循環資源 

廃棄物等のうち資源として再利用できるもの 

浚渫 

船が安全に航行・停泊できるように、水深を深くす

るために海底を掘削すること 

人工海浜 

埋立・浚渫・干拓等により人為的に形成された砂浜 

水素ステーション 

燃料電池自動車（FCV）の燃料である水素を供給する

設備のある場所 

 

ストックマネジメント 

施設の供用期間内における補修・更新等の維持管理

を含めた総費用の最適化を図る管理手法 

船社 

船を持ち、旅客や貨物の運送を扱う会社 

総トン数（GT） 

船舶の大きさを、その船舶の容積で表す指標 

 

 
第 4 次産業革命 

IoT（モノのインターネット）や AI（人工知能）、ビ

ッグデータを用いた技術革新のこと 

耐震強化岸壁 

大規模な地震が発生した場合に、緊急物資や避難者、

コンテナ等の物流機能を確保するため、通常よりも

耐震性が強化された岸壁 

ダイレクト（直航）航路 

内航フィーダーや海外でのトランシップを行わず、

日本国内から直接対象地域に輸送を行う航路 

脱炭素燃料 

地球温暖化の原因となる CO2 などの温室効果ガスの

排出を防ぐために、太陽光やバイオマスなどの再生

可能エネルギーを利用した燃料 

タンカー 

船体がタンク構造となっており、原油・重油・ガソ

リンなどを輸送する船舶 

低炭素輸送 

CO2 など温室効果ガスの排出量をできるだけ減らす

「低炭素化」を導入した輸送方法 

デジタルツイン 

現実空間の情報を、センサーなどによりリアルタイ

ムに取得し、仮想空間上に再現し、モニタリングや

シミュレーションを可能とする仕組み 

電気推進船 

電動機で推進器（スクリュープロペラ等）を駆動さ

せて運航する船舶 

トランシップ 

積替港から積卸港まで、同一の船舶で運送され 

ずに、途中港で積み替えされること 

 
荷役機械 

貨物の積み卸し作業を行う機械。ガントリークレー

ン、RTG、ストラドルキャリア、フォークリフト等 

さ 
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バース 

岸壁、桟橋、ドルフィン等の船舶係留場所 

廃棄物処分場 

燃やしたごみの焼却灰や、リユース・リサイクルが

困難な廃棄物を埋め立てて最終的に処分する施設。 

性状が安定している廃プラスチック類・ゴムくず・

金属くず・建設廃材・ガラスくず・陶磁器くずを受

入れる安定型と、有害な燃え殻などを受入れる遮蔽

型、無害な燃え殻等を受入れる管理型等がある 

パイプライン 

パイプを通じて石油や天然ガス等の流体を輸送する

ための施設 

はしけ 

港湾内や運河、河川などで貨物を積んで航行する平

底の船舶 

バルク船（ばら積み船） 

鉄鉱石、石炭、穀物、塩、アルミ塊、銅鉱石などさ

まざまな資源を、梱包せずにそのまま輸送する船舶 

錨地 

船が錨 (いかり) を下ろして停泊する場所 

フィーダー航路 

基幹航路と接続し支線的な輸送を行う航路 

複合一貫輸送 

船舶、鉄道、航空機、トラック等の複数の輸送機関

を用いた輸送を、同一の運送人が一貫して引き受け

て行うもの 

ブルーカーボン 

藻場・浅場等の海洋生態系に取り込まれた炭素 

防潮堤 

海水が陸へ侵入するのを防ぐための堤防、護岸等 

ポートセールス 

船舶・貨物を誘致し、港湾の利用促進を図るための

PR 活動 

 
モーダルシフト 

トラック等で行われている貨物輸送を、環境負荷の

小さい船舶や鉄道の利用へと転換すること 

木材チップ 

木質系原料を切削もしくは破砕したもの。バイオマ

ス発電等に用いられる 

 

 
ユーティリティ 

電気・ガス・上下水道などの公益・公共設備 

ユニットロード 

荷役を効率的に行うため、荷姿を統一した荷物 

予防保全 

施設・設備の機能不全や著しい劣化・変状の発生を

未然に防止するために、規定の間隔又は基準に従っ

て点検等を実施し、施設・設備の機能不全又は機能

劣化の確率を低減するために行う保全のこと 

 

 
リーファーコンテナ 

冷蔵輸送、冷凍輸送を行うためのコンテナ。食品の

輸送などに利用される 

リサイクルポート 

広域的な循環資源の需要分布に対応した静脈物流ネ

ットワークの拠点として国土交通省が指定した港湾 

臨港地区 

都市計画法に定める地域地区のひとつ。港湾の管理

運営を円滑に行うため、港湾区域(水域)に隣接する

陸域が指定されている 

冷蔵冷凍倉庫 

農林水産物・食品等を保冷状態で保管するための倉

庫 

連節バス 

2 台の車体を幌でつないだ大型のバス 

ロジスティクス 

顧客や市場のニーズに合わせて、的確なタイミング

で無駄なく輸送・保管しようとする取り組み 

 

BCP 

Business Continuity Plan。事業継続計画。自然災

害等が発生した際に事業の継続や復旧を速やかに遂

行するための計画 
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CNP 

カーボンニュートラルポートの略 

CONPAS（新・港湾情報システム） 

Container Fast Pass。国土交通省において、情報通

信技術の活用によりゲート処理及びヤード内荷役作

業を効率化することを目的として開発した新・港湾

情報システム 

IPCC 

Intergovernmental Panel on Climate Change。国連

気候変動に関する政府間パネル。人為起源による気

候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、

技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行

うことを目的として設立された組織 

NACCS 

Nippon Automated Cargo and Port Consolidated 

System。日本に輸出入される船舶・航空機の貨物に

関する総合物流情報プラットフォーム 

Park PFI 

公募設置管理制度。都市公園において飲食店、売店 

等の収益施設の設置又は管理を行う民間事業者を公

募により選定する制度 

PDCA サイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（測定・評価）、Action

（対策・改善）の仮説・検証型プロセスを循環させ、

マネジメントの品質を高めようという概念 

PORT2030 

国土交通省が平成 30 年７月に公表した中長期政策。

2030 年頃の将来を見据え、我が国経済・産業の発展

及び国民生活の質の向上のために港湾が果たすべき

役割や、今後特に推進すべき港湾政策の方向性等を

まとめたもの 

RORO 船 

本船に備えられたランプウェイにより、貨物を積ん

だトラックやシャーシが自走又は牽引により出入り

する船。Roll On Roll Off の略 

RTG 

Rubber Tired Gantry crane。コンテナヤード内でコ

ンテナを運搬する荷役機械のひとつで、タイヤ式門

型クレーンのこと 

 

SAR 衛星 

合成開口レーダー衛星。電磁波（マイクロ波）を地

表に向けて照射し、はね返ってきた電磁波を受信・

解析することで、地表の状態を映像化する 

SDGｓ 

Sustainable Development Goals。国連において 2015

年に採択された、持続可能でよりよい世界を目指す

ため 2030 年までに達成すべき国際目標。17 のゴー

ル、169 のターゲットから構成される 

Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実

空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発

展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 

TEU 

Twenty-foot Equivalent Units。20ft コンテナ１個

を１TEU と換算したコンテナ個数を表す単位（40ft

コンテナ１個は２TEU） 
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